	登録免許税の非課税措置

	期　限
	必要に応じて

	方　法

	· 「登録免許税法別表第３の10の項の第３欄の第〇号に掲げる登記に係る証明願」（11 様式）に必要事項を記載し、県知事（所管課）あてに、必要書類を提出すること。
※　高齢、障害関係：第３欄の第１号
　保育園の場合：第３欄の第３号
認定こども園の場合：第３欄の第４号
（注１）証明願のみ２通提出すること。
（注２）神奈川県所管の法人であっても、申請不動産の所在地が横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市や県外である場合には、当該不動産の所在地を所管する行政庁へ申請すること。

	根　拠
	登録免許税法第４条
登録免許税法施行規則第３条



